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平成大合併に対する再考〜長野県小川村を事例に 
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平成 17 年(2005 年)3 月末で延長期限切れを迎える旧合併特例法に変わる新法として、 平成
16 年(2004 年)3 月 26 日には「市町村の合併の特例などに関する法律」（新合併特例法）が成立








また、合併を考えている市町村に最後の猶予期間として、平成 17 年（2005 年）3 月 31 日ま
でに都道府県知事に合併を申請した市町村が平成 18 年（2006 年）3 月 31 日までに実施する合
併については、旧合併特例法の条件を適用できるという経過措置が認められた。これは事実上、
国による合併を考えている自治体に対する最終通告となった。これを受けて、経過措置に設定
された平成 17 年度の一年間は 325 件の駆け込み合併が進められ、市町村の減少数は 700 団体も
                                                     
1 合併算定替とは、県内の合併について、合併後 10 年間は、合併前の市町村ごとに算定した普通交付税の
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上る。また、その前年度である平成 16 年度も 125 件の合併が進められ、合計 611 の市町村が減
らされたのであった。総務省の市町村合併資料集から確認できるように、市町村の合併のピー
クは平成 16 年と平成 17 に集中していることが確認できる。 
平成大合併の全体を見てみると、平成 11 年（1999 年）４月１日から旧合併特例法のもとで、
3232 あった市町村が 1821 団体に合計 1411 団体が減らされ、582 件の合併が行われた。平成 18
年以後、特例措置の廃止と縮小が進めた後の新合併特例法下でも引き続き合併が進められ、平
成 21 年度までさらに 60 件の合併が進められ、154 の市町村が姿を消し、44 の新しい市町村が
誕生した。そして、平成 22 年(2010 年)4 月 1 日新合併特例法はさらに 10 年間の期限延長が行
われると同時に、その目的は従来「合併の推進」から「合併の円滑化」と大きく方向転換を遂
げるようになった。それを受けて、平成大合併もついに終焉を迎え、平成 22 年に行われた合併
件数は平成 11 年以後初めてのゼロとなった3。平成 11 年度(1999 年)から平成 21 年度（2009 年）
の 11 年間に市町村は約半分減らされた結果となった。 
都道府県別合併の進捗状況をみると、最も合併が進められたのは長崎県である。平成 11 年 3
月 31 日まで合計 79 団体だったものが平成 26 年 4 月 5 日までに 21 の団体に減少率は 73.4％も





今回調査で訪れた長野県では、1999 年の市町村の数は 120 だったが、2014 年 4 月には 77 の
市町村に減らされ、その内訳は 17 あった市が 19 に、36 あった町が 23 に、67 あった村が 35








 小川村は、長野市と白馬村のほぼ中間に位置する面積 58.07 ㎢という小さな村である。表 1
                                                     
3 平成 22 年以後も幾度の合併が進められたが、平成 26 年度では市町村合計数は 1719 団体である。 
4 町田俊彦（2006）P.34 
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と図 1 から確認できるように、小川村の財政指標を読み取ってみると、市町村の財政力を示す
指標で、行政運営に必要な支出を住民税などの自主財源で賄える割合を示した「財政力指数」
では、平成 12 年度(2000 年)合併推進当初において、小川村の財政力指数はわずか 0.11 で、周
辺の中条村、信州新町と比べても低い水準にあり、長野県内の町村平均、及び県平均より大き
く下回る水準となっている5。ちなみに、平成 12 年時点において、長野県内 120 の市町村のう














 2000 年 2013 年 
項目 小川村 中条村 信州新町 町村平均 県平均 小川村 
財政力指数 0.11 0.12 0.22 0.31 0.35 0.13 
経常収支比率（％） 82.7 79.8 79.6 74.9 74.9 84.9 
公債費比率（％） 17.3 15.6 14.0 15.6 15.6 12.0 
出所：『広報おがわ』2002 年７月号及び市町村決算カードより筆者作成 
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運が高まった。2001 年 4 月に刊行されている小川村の広報誌である『広報おがわ』は「市町村
合併について考えてみませんか」という記事を皮切りに、地域住民に市町村合併の是非を考え
ようと訴え始めた。そして、第 1 回目の市町村合併に対する意識調査が村主導で行われ、2003
年（平成 15 年）1 月 24 日に発行した『広報おがわ』（臨時号）に「市町村合併問題に関する住
民アンケート」結果を発表した。初回の意識調査では 3083 名の村民を対象に実施され、回収率
は 90.8%で、合計 2800 名の回答を得た。地域住民の合併問題に対する関心の高さを伺える。 
小川村の住民に対するアンケート調査において、「あなたは小川村の合併問題についてどう思
いますか」という設問に対して、「できれば今のままでいたい」と「いままででいたい」と回答























小川村 中条村 信州新町 町村平均 県平均 
地方交付税 市町村税 





 回答数 構成比(%) 
できれば今のままでいたい 887 31.7 
いまのままでいたい 572 20.4 
わからない 402 14.4 
合併する必要がある 385 13.8 
どちらかと言えば合併したい 266 9.5 
どちらでもいい 168 6.0 
無回答 120 4.3 
計 2800 100.0 
 
設問２ 「今のままでいたい」、「できればいままでいたい」と考えた理由は何ですか。 
    （複数回答） 
 回答数 構成比(%) 
合併すると福祉・医療、除雪などの行政サービスが低下するから 924 23.8883144 
合併しなくても市町村の広域で協力すればよいから 465 12.0 
合併するともっと過疎がすすんでしまうから 424 11.0 
現在のままで不安を感じないから 394 10.2 
合併すると周辺部になり、さびれることが心配されるから 355 9.2 
合併すると地域の歴史や文化が失われそうだから 334 8.6 
合併すると役場が遠くなり不便になるから 302 7.8 
合併すると議員数の減少により住民の声が届きにくくなるから 231 6.0 
住民負担が増えてでも合併するより良いと思うから 171 4.4 
合併すると職場や仕事が無くなりそうだから 109 2.8 
合併すると教育環境が低下するから 49 1.3 
合併すると商工業が衰退してしまうから 45 1.2 
その他 35 0.9 
無回答 30 0.8 
計 3868 100.0 




















第 1 節で確認できるように、旧合併特例法は平成 17 年（2003 年）3 月末で延長期限切れを迎






2004 年 8 月 12 日に開催された信州新町・小川村・中条村合併協議会において、3 自治体の合併








                                                     
8長野県内における広域連合体制の整備について、堀内（2012）を参考せよ。 
9長野県地方自治研究センターが行われた平成合併検証プロジェクトについて堀内（2012）を参考せよ。 































                                                     
10 『広報おがわ』2001 年 4 月号 
11 詳細は総務省が平成 22 年 3 月に公表した「『平成の合併』について参照。 
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5. 『広報おがわ』各号 
コラム：自立の村づくり宣言 
小川村は、民意を踏まえ、みんなの幸せを願うとともに、小さな村でも心豊かに暮らせる
郷土を子や孫に引き継ぐため、みんなで手を携えて地方自治の本旨に基き、地域市町村と
連携しながら、「自立の村づくり」を目指して邁進することをここに宣言します。 
